
 方法論 018 回収した未利用の排熱を供給する蓄熱システムの導入 

１．方法論番号 

  018 
 
２．方法論名称 

  回収した未利用の排熱を供給する蓄熱システムの導入 
 
３．適用条件 

 本方法論は、次の条件の全てを満たす場合に適用することができる。 
• 条件 1：回収した未利用の排熱1を供給する蓄熱システム2の導入を行うこと。 
• 条件 2：蓄熱システムにより供給する熱が、事業実施前の熱源機器から供給される熱を代替する

こと。 
• 条件 3：蓄熱システムから供給される熱（熱媒）は熱交換器を介して熱利用すること。（ヒート

ポンプ等の高効率機器を使用しない） 
• 条件 4：蓄熱システムの導入を行わなかった場合、事業実施前の熱源機器を継続して利用するこ

とができること。3 
• 条件 5：蓄熱システムにより供給を受けるエネルギー量が、蓄熱システム内で消費されるエネル

ギー量を上回ること。4 
• 条件 6：蓄熱システムからの熱供給を受ける事業者は、供給を受けた熱を自家消費すること。 

 
４．バウンダリー 

 蓄熱システム及び熱の供給を受ける事業実施前設備。5 自家用発電機を使用する場合はこれを含む。 
 
５．ベースライン排出量 

(1)ベースライン排出量の考え方 
 ベースライン排出量は、回収した未利用の排熱の供給を受けずに、事業実施前の熱源機器を使用し続

けた場合に想定される二酸化炭素排出量である。 
 
(2)ベースラインエネルギー使用量 

BL
heat,PJheat,BL ε

QQ 100
×=  （式 1） 

310heat,PJheat,PJheat,PJheat,PJheat,PJ CTFQ ×××Δ×= ρ  （式 2） 

 
                                                  
1 排熱とは生産プロセス等へ利用されずに大気等へ放出されている熱のことをいう。 
2 蓄熱システムとは、容器（コンテナ）等に蓄えられた蓄熱材に熱媒を介して温冷熱の授受を行う排熱利用システムを 
いう。 
3 故障又は設備の老朽化等により事業実施前の熱源機器を継続して利用できない場合には、条件 4を満たさない。 
4 蓄熱システム内で消費されるエネルギーとは以下の 3 つの合計である。①蓄熱材を蓄えた容器（コンテナ）等を排熱源

から熱供給先まで往復輸送する際にかかるエネルギー。②排熱源において、蓄熱材への蓄熱に要するエネルギー。③熱供

給先において、蓄熱材から熱を取り出すためのエネルギー。 
5 排熱源は含まない。 
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記号 定義 単位 

Q heat,BL ベースラインエネルギー使用量 GJ/年 

Qheat,PJ 事業実施後使用熱量 GJ/年 

F heat,PJ 事業実施後の設備で加熱された熱媒の使用量 m3/年 

εBL 事業実施前の熱源機器の効率 ％ 

ΔTheat,PJ 事業実施後の設備で加熱された熱媒の熱利用前後の温度差 K 

Cheat,PJ 熱媒の比熱 MJ/（t・K） 

ρheat,PJ 熱媒の密度 t/m3

• 積算熱量計を用いて、事業実施後使用熱量（Qheat,PJ）を計測できる場合は、（式 1）のみを用い

てベースラインエネルギー使用量を求めることができる。 
 
 
(3)ベースライン排出量 
1)事業実施前の熱源機器が燃料で稼動する場合 

12
44

××= fuel,BLheat,BLBL CFQEM  （式 3） 

記号 定義 単位 

EM BL ベースライン排出量 tCO2 年 

Q heat,BL ベースラインエネルギー使用量 GJ/年 

CF fuel,BL 事業実施前燃料の単位発熱量当たりの炭素排出係数 tC/GJ 

 
 
2)事業実施前の熱源機器が電力で稼動する場合 
①系統電力を使用する場合 

12
44

1063
1

3 ××
×

×= y,telectricitheat,BLBL CF
.

QEM  （式 4） 

記号 定義 単位 

EM BL ベースライン排出量 tCO2/年 

Q heat,BL ベースラインエネルギー使用量 GJ/年 

CF electricity,t 電力の炭素排出係数 tC/kWh 

 
 
②自家用発電機による発電電力を使用する場合 

12
44100

×××= fuel,S
s

fuel,BLBL CFQEM
ε

 （式 5） 
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記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

Qfuel,BL ベースラインエネルギー使用量 GJ/年 

εS 自家用発電機の発電効率 % 

CFfuel,S 自家用発電機燃料の単位発熱量当たりの炭素排出係数 tC/GJ 

 
 
６．事業実施後排出量 

(1)系統電力を使用する場合 

12
44

××= y,telectricitPJPJ CFELEM  （式 6） 

記号 定義 単位 

EM PJ 事業実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ 事業実施後の電力使用量 kWh/年 

CF electricity,t 電力の炭素排出係数 tC/kWh 

 
 
(2)自家用発電機による発電電力を使用する場合 
1)燃料使用量から算定する場合 

12
44

×××= fuel,Sfuel,Sfuel,PJ,SPJ CFHVFEM  （式 7） 

記号   定義 単位 

EMPJ 事業実施後排出量 tCO2/年 

Ffuel,PJ,S 事業実施後の自家用発電機燃料使用量 GJ/年 

HVfuel,S 自家用発電機燃料の単位発熱量 GJ/t, GJ/kL, GJ/Nm3等 

CFfuel,S 自家用発電機燃料の単位発熱量当たりの炭素排出係数 tC/GJ 

 
 
2)電力使用量から算定する場合 

12
441001063 3 ×××××= −

fuel,S
S

PJ,SPJ CF.ELEM
ε

 （式 8） 

記号 定義 単位 

EMPJ 事業実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ,S 事業実施後の自家発電電力使用量 kWh/年 

εS 自家用発電機の発電効率 % 

CFfuel,S 自家用発電機燃料の単位発熱量当たりの炭素排出係数 tC/GJ 
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７．リーケージ排出量 

LE  （式 9） 
記号 定義 単位 

LE リーケージ排出量 tCO2/年 

• 排出削減事業の実施により生じるバウンダリー外での温室効果ガス排出量の変化であって、技

術的に計測可能かつ当該事業に起因するものを、リーケージ排出量として考慮する。 
• 設備の生産、運搬、設置、廃棄に伴う温室効果ガス排出量は、リーケージとしてカウントしな

い。 
 
 
８．排出削減量 

( )LEEMEMER PJ += （式 ） 10  BL

記  定義 単位 号

ER 排出削減量 tCO2 /年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2 /年 

EMPJ 事業実施後排出量 tCO2 /年 

LE リーケージ排出量 tCO2 /年 
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９．モニタリング方法 

 ベースライン排出量と事業実施後排出量を算定するために必要となる、モニタリング項目及びモニタ

リング方法例を下表に示す。 
 

モニタリング項目 モニタリング方法例 

ELPJ 事業実施後の電力使用量 ・電力量計による計測 

Qheat,PJ 事業実施後使用熱量 ・熱量計による計測 

・Fheat,PJ、ΔTheat,PJ等を計測し算定 
Ffuel,PJ,S 事業実施後の自家用発電機燃

料使用量 
・燃料計による計測 

・燃料供給会社からの請求書をもとに算定 
ELPJ,S 事業実施後の自家発電電力使

用量 
・電力量計による計測 

 
Fheat,PJ 事業実施後の設備で加熱され

た熱媒の使用量 
・流量計による計測 
・ポンプ等搬送動力の電力計による計測。ポンプ稼

動時間より流量を算定（流量計の設置が困難な場

合） 

ΔTheat,PJ 事業実施後の設備で加熱され

た熱媒の熱利用前後の温度差 
・温度計による計測 
・管理温度を利用6

Cheat,PJ 熱媒の比熱 ・熱媒の比熱を利用 
・カタログ値を利用 

ρheat,PJ 熱媒の密度 ・熱媒の密度を利用 
・カタログ値を利用 

εBL 事業実施前の熱源機器の効率 ・計測 
・カタログ値を利用 

εS 自家用発電機の発電効率 ・計測 

・カタログ値を利用 
HVfuel,S 自家用発電機燃料の単位発熱

量 
・燃料供給会社のスペックシートをもとに算定 

・デフォルト値を利用 
CFfuel,BL 事業実施前燃料の単位発熱量

当たりの炭素排出係数 
・燃料供給会社のスペックシートをもとに算定 
・デフォルト値を利用 

CFfuel,S 自家用発電機燃料の単位発熱

量当たりの炭素排出係数 

・燃料供給会社のスペックシートをもとに算定 

・デフォルト値を利用 

                                                  
6 管理温度は、事業者が季節別、時間別に管理・運営している温度。 
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CF electricity,t 電力の炭素排出係数 ・デフォルト値を利用 

CFelectricity,t = Cmo･(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

ここで、 

t : 電力需要変化以降の時間（事業開始日以降の経過

年） 

Cmo : 限界電源炭素排出係数 

Ca(t) : t 年に対応する全電源炭素排出係数 

f (t) : 移行関数 

0   [0≦t<1 年]  

f (t) =    0.5   [1 年≦t<2.5 年] 

             1   [2.5 年≦t] 

6 
（承認日：H22.5.20） 
（修正日：H22.10.1） 

・排出削減事者等からの申請に基づき、CFelectricity,tとし

て全電源炭素排出係数を利用することができる 

 

 

１０．付記 

• 温度計測は連続計測とする。 
• 限界電源炭素排出係数を適用する排出削減事業については、当該事業の承認申請に当たって、

全電源炭素排出係数を適用した場合の排出削減量の試算を付すこととする。 
• 施設として複数の電力源を常時併用する場合、事業実施後の当該施設における系統電力使用量

と自家発電電力量を測定し、その割合によって、当該設備の電力使用量がいずれの電力源由来

であるか按分することで、本方法論を適用することができる。ただし、バックアップ発電機の

利用のような計画外の電力使用量については、リーケージとして評価することとする。 

（同上：H22.12.10） 


